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研究要旨 

我が国においては核家族化が進み、頼れる身内が近隣にいない共働き家庭が増加している。この

ような社会状況下において、子育て世代が仕事を継続していくために、病児・病後児保育はニーズ

の高い保育サービスの一つとなっている。需要が高まり多様化している病児・病後児保育の質の確

保は喫緊の課題である。また、保育所における看護師の配置は約 30%にとどまっており、保育保

健の充実が求められている。本研究は、全国の病児・病後児保育の実態把握を行ったうえで、病児・

病後児保育と保育保健の質向上および社会的理解の普及に寄与することを目的とした。 

【平成 25年度】全国病児・病後児保育施設を対象として実態調査を実施し、運営課題は、利用児

童数の変動に対応する体制、当日利用のキャンセル、不採算性、医療機関や保育所との連携、研修

機会の不足、また、病後児保育での利用の少なさ等であることが明らかとなった。これらの課題に

対して研究班提言（病児保育施設における保育士配置、専門職としての病児・病後児保育に従事す

る人材育成、病児・病後児保育施設の安定的な運営、地域子育て支援ネットワークの必要性）を取

りまとめた。 

【平成 26年度】◇各地域で必要とされている病児・病後児保育に従事する人材育成のための研修

に関する課題を検討し、各地域において、病児・病後児保育施設に従事する保育士・看護師を対象

とした地域研修のあり方と基礎研修が実施可能となる「病児・病後児保育における保育士・看護師

等のためのハンドブック」を作成した。◇病児・病後児保育施設と地域の医療機関や保育所等との

連携の充実が必要とされている課題を検討し、医療機関や保育所との連携を密に行っている病児・

病後児保育施設を対象としてヒアリング調査を実施した上で「病児・病後児保育における地域連携

のあり方」を作成した。◇病児・病後児保育の社会的理解普及を目的として保護者支援ツール「は

たらくパパ・ママ 知ってる? 病児・病後児保育 ～子どもの病気 あわてないガイド～」を作成

した。◇看護職配置保育所を対象とした調査研究を実施し、保育所における体調不良児に対する看

護職の関わりを明らかにした。 

今後、「病児・病後児保育における保育士・看護師等のためのハンドブック」、「病児・病後児保

育における地域連携のあり方」、「はたらくパパ・ママ 知ってる? 病児・病後児保育 ～子どもの

病気 あわてないガイド～」が活用され、各地域で各職種による基礎研修が実施されることにより

病児・病後児保育および保育保健が連動して充実し、子育て支援が発展することが期待される。 
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携、研修機会の不足、また、病後児保育で

の利用の少なさ等であることが明らかと

なった。これらの課題に対して研究班提言

（病児保育施設における保育士配置、専門

職としての病児・病後児保育に従事する人

材育成、病児・病後児保育施設の安定的な

運営、地域子育て支援ネットワークの必要

病児・病後児保育で必要

とされている研修内容は「子どもの健康管

79.6%に及ん

加盟率は病児対応

18%のみ、

、病後児対応型

が医療機関との連携が不十分と回

答したことを踏まえ、地域研修については



基本的な基礎研修とし、各地域の人材で実

施できる内容とした。 

③ ヒアリング調査の結果をもとにして、具体

的実施方法、期待される効果及び実施例を

含め「病児・病後児保育における地域連携

のあり方」として取りまとめた。 

④ 保護者支援ツール「はたらくパパ・ママ 

知ってる? 病児・病後児保育 ～子どもの

病気 あわてないガイド～」4)を作成し、

病児・病後児保育施設、保育所および診療

所等を介して、保護者への普及を図った。 

⑤ 保育士定数外で看護職が配置されている

保育所では、その他の形態で看護職が配置

されている保育所に比べて、体調不良とな

った子どもの療養場所を整えることや、保

護者への対応が適切に行われていた。 

⑥ 利用者が資源として病児・病後児保育を活

用できるよう、情報提供を行うとともに、

利用しやすい体制を整えていく必要性が

示唆された。 

⑦ 看護職配置保育所において、多くの対応に

ついて、8割から 9割の母親は満足と感じ

ていた。看護職がその専門性を発揮し、慢

性疾患をもつ子どもへの対応の充実が図

られていると考えられた。 

 

Ｄ．考 察 

全国調査の結果から、各地域で病児・病後児

保育に従事する人材の育成としての研修、およ

び病児・病後児保育施設と地域の医療機関や保

育所等との連携の充実が必要とされているこ

とが明らかとなった。各地域において、病児・

病後児保育従事者の基礎研修が可能となる「病

児・病後児保育における保育士・看護師等のた

めのハンドブック」5)を作成した。本ハンドブ

ックは実践的標準化マニュアルを兼ねており、

今後、全国で基礎研修が実施されることにより、

病児・病後児保育の標準化および質・安全性の

充実が期待される。また、地域の人材による研

修実施の機会は顔の見える連携の基盤となる

ことも期待される。 

また、保育所での低年齢児童の増加に伴い、

入所児童の健康を守る要となる保育所におけ

る看護師配置が進むことが必要であることも

示された。保育所保育指針 6) の第 5 章「子ど

もの健康支援」や「保育中に体調不良や傷害が

発生した場合」等に明記されている保育所にお

ける看護師の役割が、どの保育所においても発

揮され、上記地域連携についても調整役となる

ことが期待される。 

欧米諸国においては、1990 年代後半以降、

女性の社会進出に伴い、仕事と子育ての両立支

援策として、育児休暇制度および保育の充実と

ともに看護休暇制度が拡充・強化されてきた。

我が国では、病児を対象とした看護休暇制度の

導入は企業の努力義務となっているが、年間 5

日間のみである。子育て支援としての看護休暇

は普及しておらず、小学校就学前までの子を持

つ女性労働者に占める子どもの看護休暇取得

者の割合は 26.1％、男性労働者においては

3.1％にとどまっており 7)、今後、看護休暇の

社会的理解の普及と充実が必要と考えられる。 

一方、子どもの急な発熱等により、職種等に

よって、親が急に仕事を休むことのできない場

合もある。子どもが病気の際および回復期で、

親が休めない時に、保育士・看護師等が子ども

に寄り添い、保護者に代わって子どもの状態に

合わせた適切な保育・看護を行う場所が病児・

病後児保育施設である。子どもに無理をさせる

ことなく、子どもがゆっくりと安心して過ごし

回復を促す病児・病後児保育の存在は、いざと

いう時の親子の安心につながる子育て支援で

ある。 

本邦においては、看護休暇と病児・病後児保

育の双方とも不足している現状にある。待機児 

童解消が進むことで、保育所における低年齢児

童のさらなる増加が予想されるが 8)、保育所へ

の看護師等の配置が進み、保育保健が充実した



上で、ニーズに応じた看護休暇と病児・病後児

保育の双方の充実が必要とされている（図

図２．保育保健、看護休暇、病児保育の充実の必要性

 

Ｅ．結 

全国調査の結果を踏まえ、

病児・病後児保育従事者の基礎研修が可能とな

る「病児・病後児保育における保育士・看護師

等のためのハンドブック

全国で基礎研修が実施されることにより病

児・病後児保育が充実し

修の機会により

れる。 
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